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日経関発第 31－0 8 0 7号
2 0 1 9 年 4 月 8 日

拝啓　時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。
　本会事業活動には、平素より格別のご支援ご協力を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、固定資産税は市町村の基幹税目であり、適正な課税事務の執行を通じた税収の確保がその大前提となる
ことはいうまでもありません。
　固定資産の評価・審査に従事する自治体職員の方々は、できる限り納税者間の不公平感をなくすために、評価
の均衡化と適性化に十分留意する必要があります。
　本セミナーでは、【第 1 部】では固定資産に関わる業務を円滑に進めるための実務知識を、固定資産の評価と
法令の両面から解説いたします。【第 2部】では審査委員会の具体的な業務フローについて取り上げてまいります。
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固定資産の評価・課税の実務と審査業務の進め方
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※宿泊料は変更になる場合がございます。
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「固定資産の評価・課税の実務と審査業務の進め方」参加申込書
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【 8 月 6 日・ 7 日　第１部】 【 8 月 8 日　第2部】

Ⅰ. 固定資産税の沿革
　1. 固定資産税の性格 2. 価格の一元化とは何か
Ⅱ. 固定資産評価基準の意義と法的拘束力
Ⅲ. 土地の評価
　1. 土地の評価方法
　2. 適正な時価の意義
　3. 固定資産評価における適正な時価の意義と鑑定評価に
　　おける正常価格
　4. 最高裁判例にみる適正な時価
　5. 地目の種類
　6. 地目の認定基準
　7. 評価上の地積
　8. 画地の認定
　9. 固定資産評価における用途地区と都市計画の関係
　10. 建築基準法の建築制限等法令による制限と土地評価
Ⅳ. 地目別評価

Ⅴ. 家屋の評価

Ⅵ. 縦覧と閲覧
　1． 縦覧、閲覧の期間
　2． 固定資産課税台帳の閲覧
　3． 固定資産課税台帳記載事項の証明
　固定資産Q&A
　※過去の受講者からの質問に対する回答をまとめたものを
　　配布致します。

　1. 評価の客体
　2. 家屋評価の基本原則
　3. 家屋の実地調査
　4. 家屋の評価方法
　5. 再建築価格方式
　6. 土地と家屋の価格時点
     （平成30年度評価替）
　7. 家屋評価額の算出
　8. 部分別評価方式
　9. 単位当たり標準評点数
　10. 評点項目及び標準評点数
　11. 標準量
　12. 補正項目及び補正係数
　13. 補正項目の「施工の程度」

　14. 計算単位
　15. 床面積の算定
　16. 比準評価
　17. 在来分家屋の評価方法
　18. 損耗減点補正
　19. 初期減価率
　20. 最終残価率
　21. 需給事情による減点補正率
　22. 評点1点当たりの価格
　23. 物価水準による補正率
　24. 近年の主要な法改正
　25. 家屋の評価に関する裁判例

　1. 宅　地
　2. 一般農地（田・畑）
　3. 宅地等介在農地（田・畑）
　4. 市街化区域農地（田・畑）
　5. 山林
　6. 鉱泉地

　7. 池沼
　8. 牧場
　9. 原野
　10. 雑種地
　11. その他

Ⅰ. 審査申出制度の意義
　1. 審査申出制度
　2. 各年度ごとの価格と審査申出
　3. 審査申出制度の意義

Ⅱ. 審査委員会の組織と運営

Ⅲ. 審査の申出手続と期間 
　1. 審査の申出手続 
　2. 審査申出人（法第432条1項）
　3. 固定資産税の審査の申出ができる事項
　4. 期　間

Ⅳ. 審　理

Ⅴ. 審査申出事例研究
Ⅵ. 演習問題
★実際に審査申出事例を出して、弁明書、反論書、実地調査、
　意見陳述の流れを追って決定書の作成まで説明。

　1. 審査申出書受付のチェッ
クポイント

　2. 審査と審理
　3. 口頭意見陳述の手続
　4. 実地調査
　5. その他の調査

　6. 審査の決定 
　7. 決定書作成のポイント
　8. 決定の効力 
　9. 審査の決定に対する取消

訴訟

　1. 固定資産評価審査委員会
　2. 審査の申出
　3. 審査の決定
　4. 委員の定数
　5.委員の選任等

　6. 委員の任期
　7. 委員長
　8. 合議体の設置と審査長
　9. 書　記
　10. 審査委員会の権能

【講師ご経歴】
1977年　関西学院大学法学部法律学科卒
1990年　株式会社難波不動産鑑定設立
【資格】
不動産鑑定士、不動産コンサルタント、補償業務管理士　他
【公職・所属団体】
大阪市住宅供給公社理事、芦屋市固定資産評価審査委員、
大阪地方裁判所鑑定委員、大阪市空き家対策協議会委員、　他
【著書】
「公共用地の取得にともなう土地評価」 （プログレス社）単著
「商業施設賃料理論と実務」（中央経済社）共著
「不動産取引における心理的瑕疵裁判例と評価」（プログレス社）共著
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